
（平成２３年８月３１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認群馬地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

群馬厚生年金 事案 1329 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂセンター）

における資格取得日に係る記録を昭和 60 年５月 22 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を 12 万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年５月 22 日から同年８月１日まで 

   Ａ社に昭和 60 年５月 22 日から勤務したが、厚生年金保険の被保険者

資格取得日が同年８月１日となっており、この期間の厚生年金保険の加

入記録が空白となっている。申立期間について厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｂセンターから提出された人事記録により、申立人は、申立期間におい

てＣ職として勤務していたことが認められる。 

また、当該事業所は｢申立期間当時から厚生年金保険の資格取得に関し

ては、職員及び非常勤職員の区別無く一律に加入させ、厚生年金保険料も

控除していた。昭和 59 年から 63 年にかけて非常勤職員であったＣ職らに、

申立人と同様の事案が相次いでいることから、当該期間において社会保険

加入事務に何らかの問題があったものと推察される。｣としている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保

険者原票の昭和 60 年８月の記録から、12 万 6,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、



                      

  

事業主は、申立期間当時、申立人を含む多数の非常勤職員について、社会

保険加入事務に何らかの問題があったものと推察されるとして、資格取得

に係る届出に誤りがあったと認めていることから、事業主は、社会保険事

務所（当時）における記録どおりの届出を行い、その結果、社会保険事務

所は申立人に係る申立期間の保険料の納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1330 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額（71 万 9,000 円）に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の平成 19 年 12 月 10 日

の標準賞与額に係る記録を 71 万 9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月 10 日 

申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所は、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料納付が行われていなかった。 

事業所は、後で誤りに気付き、平成 23 年３月 15 日に年金事務所に対

して当該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、

厚生年金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映さ

れない記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人が勤務しているＡ社Ｂセンターにおける申立期間に係る厚生年金

保険の標準賞与額について、同社同センターは厚生年金保険被保険者賞与

支払届を平成 23 年３月 15 日付けで年金事務所に提出し、オンライン記録

では、当該期間の標準賞与額が 71 万 9,000 円と記録されているが、当該

記録は、政府の保険料を徴収する権利が時効により消滅していることから、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により年金額の計算の基礎とはされて

いない。 



                      

  

しかし、当該事業所から提出された給与支給明細書により、申立人は、

当該期間に賞与の支払いを受け、その主張する標準賞与額（71 万 9,000

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立人に係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出しており、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めている

ことから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1331 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得

日に係る記録を昭和 45 年６月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

８万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年６月 21 日から同年７月 21 日まで 

   Ａ社から同社Ｂ工場へ転勤したときの厚生年金保険の被保険者期間に

空白がある。継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答及び同社が加入している健康保険組合の加入記録から判断す

ると、申立人が同社に継続して勤務し（同社本社から同社Ｂ工場へ異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

なお、申立人のＡ社Ｂ工場への異動日については、申立人と同時期に同

社同工場へ異動した同僚が「申立人は昭和 45 年６月頃にＢ工場に異動し

た。」と証言していることから、昭和 45 年６月 21 日とすることが妥当で

ある。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場におけ

る昭和 45 年７月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、８万

円とすることが妥当である。 

なお、申立期間における厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行

については、当該事業所は、当時の資料が無く不明であると回答しており、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでな



                      

  

いと判断せざるを得ない。   

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1332 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当

時）に届け出た標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に

係る標準報酬月額の記録を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から同年 10 月 31 日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が 38 万円

と記録されているが、実際の報酬月額は 60 万円以上であったので、申

立期間について標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 オンライン記録によると、申立人が勤務していたＡ社は、平成５年 10

月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているところ、その約

３か月後の６年２月４日付けで、当初 53 万円と記録されていた申立人に

係る標準報酬月額の記録が５年４月１日に遡及して 38 万円に減額訂正さ

れていることが確認できる。 

 また、当該事業所に係る商業登記簿謄本によると、申立期間当時、申立

人は、同事業所の取締役となっていることが確認できるものの、申立人は、

社会保険事務関係には一切関与していないと主張している上、事業主及び

同僚の一人は「申立人は、現場業務を行っており、社会保険関係の事務は

別の従業員が行っていた。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において遡及して当該減

額訂正処理を行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂

正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所に当初届け出た 53 万円に訂正することが必要と認

められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1333 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   ： ① 昭和 31 年５月１日から 36 年７月 20 日まで 

             ② 昭和 37 年１月１日から 38 年 10 月７日まで 

年金記録では申立期間について脱退手当金が支給済みとされているが、

私は、脱退手当金を受け取った記憶が無い。申立期間について厚生年金

保険の被保険者期間として記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金については、申立期間に係る事業所の厚生年金保険

被保険者資格喪失日（昭和 38 年 10 月７日）から約２年４か月後の昭和

41 年２月 14 日に支給決定されていることから、事業主が申立人の委任を

受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間後から脱

退手当金が支給決定される前まで勤務した事業所における約１年３か月の

被保険者期間については、その計算の基礎とされておらず、未請求となっ

ているが、仮に申立人本人が請求した場合、これを失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のう

ち、平成 16 年 12 月は 50 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該期間における上記訂正後の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでな

いと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年２月１日から平成 20 年 10 月 26 日まで 

    Ａ社に勤務していたときの厚生年金保険の標準報酬月額をねんきん定

期便で確認したところ、給与支給明細書の厚生年金保険料控除額に見合

う標準報酬月額と相違している。一部ではあるが、給与支給明細書を提

出するので、申立期間の標準報酬月額について記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てていると

ころ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、  
事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の  
報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 
したがって、申立人から提出された給与支給明細書により、申立人の

標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平成 16 年 12 月は

50 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間のうち、上記訂正後の標準報酬月額に係る当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行

については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明として



                      

  

おり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから行ったとは認められない。 

 

２   一方、申立期間のうち、平成７年１月から 20 年９月までの標準報酬

月額については、申立人から提出された給与支給明細書及び事業所から

提出された 11 年６月以降の賃金台帳により、７年１月から同年 12 月ま

で、８年２月、同年４月から 10 年４月まで、同年８月から同年 10 月ま

で、同年 12 月から 16 年 11 月までの期間及び 17 年１月から 20 年９月

までの期間については、保険料控除額に見合う標準報酬月額又は報酬月

額に見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録によ

る申立人の標準報酬月額の記録と一致、又は当該標準報酬月額を超えて

いないことが確認でき、８年１月、同年３月、10 年５月から同年７月

までの期間及び同年 11 月については、給与支給明細書は無いものの、

保険料控除額は前後の月と同額と推認できることから、特例法による保

険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、昭和 60 年２月から平成６年 12 月までの期間については給与支

給明細書等の参考となる資料等が無いことなどから、申立人が主張する

標準報酬月額に相当する厚生年金保険料額が控除されていたことを確認

することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が、当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1335 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 35 年７月 18 日から 37 年１月１日まで 

             ② 昭和 37 年７月 25 日から 40 年 11 月１日まで 

             ③ 昭和 40 年 11 月５日から 41 年３月２日まで 

             ④ 昭和 41 年８月１日から 42 年７月１日まで 

年金記録では申立期間について脱退手当金が支給済みと記録されてい

るが、私は、脱退手当金を受給した記憶が無い。申立期間について厚生

年金保険の被保険者期間として記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた申立期間に係る最終事業所の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿のうち、脱退手当金の受給資格がある女性被保険者の中で、

申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 42 年７月１日の前

後３年以内に資格喪失した者 10 人について、脱退手当金の支給記録を調

査したところ、当該事業所において支給記録が確認できたのは申立人のみ

である上、複数の同僚に照会しても、同事業所から脱退手当金の説明は無

かったと回答していることを踏まえると、事業主が申立人の委任に基づき

代理請求した可能性は低い。 

また、オンライン記録によると、申立期間①から④までの脱退手当金が

支給されたとする額（1 万 4,957 円）は、法定支給額（１万 8,542 円）と

3,585 円相違しているところ、支給対象期間として記録されている申立期

間③の被保険者期間を支給対象期間から除いて計算すると支給額が一致す

ることが確認できるが、申立期間は全て同一の厚生年金保険被保険者記号

番号で管理され支給対象期間として記録されているにもかかわらず、申立



                      

  

期間③の被保険者期間が脱退手当金の計算の基礎に含まれていないのは事

務処理上不自然である。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険

被保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前

の被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっ

ているが、仮に、申立人が脱退手当金の請求をした場合、最初に勤務した

事業所の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



群馬国民年金 事案 762 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年１月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男(死亡) 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年１月から 48 年３月まで 

私が 20 歳になったので、両親のどちらかが国民年金の加入手続を行

い、町内の婦人会を通じて私の国民年金保険料を納付していたと聞いて

いる。申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の納付記録の訂正を求 

めて行ったものである。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になったときに、両親のどちらかが、国民年金の加入

手続を行い、町内の婦人会を通じて自身の国民年金保険料を納付していた

と主張しているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

手帳記号番号は昭和 48 年 11 月にＡ市で払い出されており、その時点で、

申立人が 20 歳になった 47 年＊月に遡って国民年金被保険者資格を取得し

たものと推認できる上、申立人が所持している国民年金手帳の印紙検認記

録欄は 48 年４月から保険料の納付を開始できるように作成されており、

申立期間の保険料は過年度納付となることから、通常、婦人会等が保険料

を徴収する納付組織ではこれを取り扱うことはできない。 

また、申立期間のその母親の保険料の納付方法は、昭和 47 年１月から

同年３月までについては、提出された母親の国民年金手帳の印紙検認記録

欄の押印から印紙検認方式であることが確認でき、同年４月から 48 年３

月までの保険料については、47 年４月以降、申立人と母親が居住してい

た地域の保険料の納付方法が印紙検認方式から納付書方式に変更されてい

ることが、母親自身の保険料を金融機関に納付したことを示す領収書から

確認できるものの、申立人の国民年金手帳の印紙検認記録欄は前述のとお

り、昭和 48 年度以降しか無く、申立期間の保険料が納付された形跡は見

当たらない。 



  

さらに、申立期間中に、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出され

た形跡も見当たらない。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1336 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 41 年４月１日から同年 10 月１日まで 

申立期間においてＡ局に臨時補充員として勤務したが、厚生年金保険

の加入記録が無い。申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間においてＡ局に臨時補充員として勤務していたことは、

同事業所（現在は、Ｂ社Ｃ局）の事業主から提供された辞令簿及び申立人

から提出された人事記録により認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立期間当時、Ｄ区に所在す

るＡ局の名称の厚生年金保険適用事業所は確認できないほか、申立人が申

立期間において、前述の人事記録に兼務したと記載されている 14 箇所の

＊局についても同様に厚生年金保険適用事業所としての記録は確認できな

い。 

また、Ｅ共済組合は「臨時補充員について、厚生年金保険に加入させる

か否かは、勤務先＊局の判断にゆだねられていた。」と回答しているが、

当該事業所の事業主は「申立期間当時の事業主は、既に死亡しており、社

会保険の届出等の資料は保管されていない。臨時補充員について、厚生年

金保険を適用させていたかどうかは不明である。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1337 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年 12 月 18 日から 50 年 11 月 28 日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。申立期間はＢ国の工場に派遣されていた期間であるが、同社に

在籍していたことは間違いないので、厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社からの回答及び雇用保険の加入記録により、申立人が申立期間にお

いて同社に在籍し、合弁会社であるＢ国のＣ社に派遣されていたことは確

認できる。 

しかしながら､Ａ社の事業主は「当社からＢ国のＣ社に派遣した申立人

を含めた３人に関する当時の資料は残っておらず、申立人たちをＣ社に派

遣するに際して、同人たちの社会保険について社会保険事務所（当時）に

どのような届出を行ったか分からない。」と回答していることから、申立

人の申立期間における厚生年金保険の適用状況について確認することがで

きない。 

また、オンライン記録によると、前述の申立人と一緒にＢ国に派遣され

た同僚（二人）についても当該派遣期間について厚生年金保険の加入記録

を確認することができない上、そのうちの一人は「社長からＣ社に派遣さ

れている期間は厚生年金保険の対象としない旨の説明を受けた記憶があ

る。」と証言していることから、Ａ社ではＣ社に派遣した従業員について、

何らかの事情により一時期厚生年金保険に加入させていなかったことが考

えられる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



                      

  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1338 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

                

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年２月１日から 41 年９月４日まで 

             ② 昭和 41 年 10 月 20 日から 44 年３月 20 日まで 

    年金記録では申立期間について脱退手当金が支給済みとされているが、 

   私は、脱退手当金を受け取った記憶が無い。申立期間について厚生年金  

   保険の被保険者期間として記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示

が記されているとともに、申立期間の脱退手当金の支給額に計算上の誤

りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者喪失日（昭和 44 年３月

20 日）から約４か月後の昭和 44 年７月 18 日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、当該事業所を退職後に出産が予定されていたほか、

国民年金については強制加入期間があったにも係わらず、昭和 44 年 11

月 23 日まで加入歴が無いことを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給

することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1339（事案 80 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32 年４月１日から 33 年 11 月１日まで 

Ａ社に昭和 32 年４月１日から勤務していたが、厚生年金保険の加入

記録は 33 年 11 月１日からとなっており、申立期間の加入記録が無い。

当時の同僚には加入記録があり、当時の事業主も厚生年金保険料を納付

したと言っているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）複数の元同僚の証言から、申立

人が申立期間当時、Ａ社又はＢ社に勤務していたことはうかがえるものの、

当該元同僚も入社日から１年程度経過した後に厚生年金保険の資格を取得

していること、ⅱ）申立人の申述及び前述の元同僚の証言等から、Ａ社の

事業主は、従業員が入社してから一定期間は厚生年金保険の資格取得に係

る届出を行っていなかったことが推認でき、申立人の厚生年金保険の記録

のみが欠落している事情はうかがえないことなどを理由として、既に当委

員会の決定に基づき、平成 20 年８月８日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

申立人は、今回の再申立てにおいても当初の申立てと同様の主張をする

ものの、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1340（事案 344 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年１月５日から平成５年 12 月１日まで 

申立期間においてＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が

無い。給料袋と給料明細書を提出するので、申立期間について厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

前回の申立てに対する第三者委員会の結論に納得できないため、再申

立てしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立期間当時の経理担当者は

「申立人は、常勤ではなく社会保険には加入していなかった。」と証言

しているところ、申立人が保有していた申立期間に係る一部の給料明細

書によると、「保険料」と押印された欄に当時の厚生年金保険料及び健

康保険料とは一致しない金額並びに 412 円が記載されている一方、厚生

年金保険及び健康保険の控除欄には保険料額の記載が確認できないこと、

ⅱ）申立人は、申立期間において国民年金に加入している上、農業者年

金にも加入している期間があること、ⅲ）Ａ社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者原票には、申立人の氏名は見当たらず、健康保険整理番号

にも欠番は無い上、オンライン記録においても、申立人の記録を取り消

した形跡はうかがえないことなどを理由として、既に当委員会の決定に

基づき、平成 21 年７月１日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

申立人は、今回の再申立てにおいても当初の申立てと同様の主張をす

るものの、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 


